
教育委員会定例会日程 

 

平成２９年９月２５日 

 

１ 開 会 

 

２ 前回会議録の承認 

 

３ 会議録署名委員の決定 

 

４ 報告事項 

  小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する  

条例施行規則の改正について            （資料１ 教育指導課） 

 

５ 議事 

  日程第１ 

  議案第２５号 

    小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則に  

ついて                        （教育総務課） 

 

６ その他 

 

７ 閉 会 
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小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に

関する条例施行 

規則の一部を改正する規則 

小田原市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担等に関する条例施行規則（平

成２７年小田原市規則第１９号）の一部を次のように改正する。 

 

改  正  後 改  正  前 

（利用者負担額） 

第３条 条例第３条第１号の規則で定める額は、 

次の各号に掲げる支給認定子どもの区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 教育認定子ども（子ども・子育て支援法

施行令（平成２６年政令第２１３号。以下

「政令」という。）第４条第１項に規定す 

る教育認定子どもをいう。以下同じ。） 

（当該教育認定子どもが、法第２８条第１

項第１号の規定による特定教育・保育、同

項第２号の規定による特別利用保育、法第

３０条第１項第２号の規定による特別利用

地域型保育及び同項第４号の規定による特

例保育を受けた場合を含む。）及び満３歳

以上保育認定子ども（政令第４条第２項に 

規定する満３歳以上保育認定子どもをいう。 

以下同じ。）であって法第２８条第１項第

３号の規定による特別利用教育を受けたも

の 別表第１に定める額 

 

 

(2) 満３歳以上保育認定子どものうち、満３

歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にあるもの以外のもの（当該満３歳以

上保育認定子どもが、法第２８条第１項第 

１号の規定による特定教育・保育、法第 

３０条第１項第３号の規定による特定利用

（利用者負担額） 

第３条 条例第３条第１号の規則で定める額は、 

次の各号に掲げる支給認定子どもの区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 教育認定子ども（子ども・子育て支援法

施行令（平成２６年政令第２１３号。以下

「政令」という。）第４条第１項に規定す

る教育認定子どもをいう。以下同じ。）に

係る利用者が負担すべき費用の額（当該支

給認定子どもが、法第２８条第１項第１号

の規定による特定教育・保育、同項第２号

の規定による特別利用保育、法第３０条第

１項第２号の規定による特別利用地域型保

育及び同項第４号の規定による特例保育を

受けた場合を含む。）及び満３歳以上保育

認定子ども（政令第４条第２項に規定する

満３歳以上保育認定子どもをいう。以下同

じ。）が負担すべき費用の額（当該支給認

定子どもが法第２８条第１項第３号の規定 

による特別利用教育を受けた場合に限 

る。） 別表第１に定める額 

(2) 満３歳以上保育認定子どものうち、満３

歳に達する日以後の最初の３月３１日まで

の間にあるもの以外のものに係る利用者が

負担すべき費用の額（当該支給認定子ども

が、法第２８条第１項第１号の規定による

特定教育・保育、法第３０条第１項第３号

 資料 １ 
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地域型保育及び同項第４号の規定による特

例保育を受けた場合を含み、法第２８条第

１項第３号の規定による特別利用教育を受

けた場合を除く。） 別表第２に定める額 

 

(3) 特定満３歳以上保育認定子ども（政令第

４条第３項に規定する特定満３歳以上保育

認定子どもをいう。以下同じ。）及び満３

歳未満保育認定子ども（同項に規定する満 

３歳未満保育認定子どもをいう。以下同 

じ。）（当該特定満３歳以上保育認定子ど

も及び満３歳未満保育認定子どもが、法第

２８条第１項第１号の規定による特定教育 

・保育、法第３０条第１項第１号の規定に

よる特定地域型保育及び同項第４号の規定

による特例保育を受けた場合を含む。） 

別表第３に定める額 

２・３ （略） 

 

（複数の特定被監護者等がいる支給認定保護

者に係る特例） 

第５条 特定被監護者等（政令第１４条の２第

１項に規定する特定被監護者等をいう。以下

同じ。）が２人以上いる場合の支給認定保護

者に係る次の各号に掲げる支給認定子どもが

受けた特定教育・保育等（同項に規定する特

定教育・保育等をいう。以下同じ。）に関す

る条例第３条第１号及び第２号の規則で定め

る額は、当該特定教育・保育等に係る市町村

民税所得割合算額（支給認定保護者及び当該

支給認定保護者と同一の世帯に属する者につ

いての特定教育・保育等のあった月の属する

年度（特定教育・保育等のあった月が４月か

ら８月までの場合にあっては、前年度）分の

の規定による特定利用地域型保育及び同項

第４号の規定による特例保育を利用した場

合を含み、法第２８条第１項第３号の規定 

による特別利用教育を受けた場合を除 

く。） 別表第２に定める額 

(3) 特定満３歳以上保育認定子ども（政令第

４条第３項に規定する特定満３歳以上保育

認定子どもをいう。以下同じ。）及び満３

歳未満保育認定子ども（同項に規定する満 

３歳未満保育認定子どもをいう。以下同 

じ。）に係る利用者が負担すべき費用の額

（当該支給認定子どもが、法第２８条第１

項第１号の規定による特定教育・保育、法

第３０条第１項第１号の規定による特定地

域型保育及び同項第４号の規定による特例

保育を利用した場合を含む。） 別表第３

に定める額 

２・３ （略） 

 

（複数の特定被監護者等がいる支給認定保護

者に係る特例） 

第５条 特定被監護者等（政令第１４条の２第

１項に規定する特定被監護者等をいう。以下

同じ。）が２人以上いる場合の支給認定保護

者に係る次の各号に掲げる支給認定子どもが

受けた特定教育・保育等（同項に規定する特

定教育・保育等をいう。以下同じ。）に関す

る条例第３条第１号及び第２号の規則で定め

る額は、当該特定教育・保育等に係る市町村

民税所得割合算額（支給認定保護者及び当該

支給認定保護者と同一の世帯に属する者につ

いての特定教育・保育等のあった月の属する

年度（特定教育・保育等のあった月が４月か

ら８月までの場合にあっては、前年度）分の
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地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規

定による市町村民税（同法の規定による特別

区民税を含む。以下同じ。）の同法第２９２ 

条第１項第２号に掲げる所得割（同法第 

３２８条の規定によって課する所得割を除く。 

以下単に「所得割」という。）の額を合算し

た額をいう。以下同じ。）が７７，１０１円

未満（満３歳以上保育認定子ども又は満３歳

未満保育認定子どもが受けた特定教育・保育

等にあっては、５７，７００円未満）である

ときは、前２条の規定にかかわらず、当該各

号に定める額とする。 

(1) 次のア又はイに掲げる支給認定子ども 

当該特定教育・保育等に関して第３条の規

定により算定される額に２分の１を乗じて

得た額（当該額に１００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）（同条第

１項第１号に規定する支給認定子どもであ

って別表第１Ｂの項に該当する世帯に属す

るもの（法第２８条第１項第１号の規定に 

よる特定教育・保育を受けた場合を除 

く。）、第３条第１項第２号に規定する支

給認定子どもであって別表第２Ｂの項に該

当する世帯に属するもの（法第２８条第１

項第１号の規定による特定教育・保育を受

けた場合を除く。）及び第３条第１項第３

号に規定する支給認定子どもであって別表 

第３Ｂの項に該当する世帯に属するもの 

（法第２８条第１項第１号の規定による特

定教育・保育を受けた場合及び法第３０条

第１項第１号の規定による特定地域型保育 

を受けた場合を除く。）にあっては、０ 

円） 

ア・イ （略） 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規

定による市町村民税（同法の規定による特別

区民税を含む。以下同じ。）の同法第２９２ 

条第１項第２号に掲げる所得割（同法第 

３２８条の規定によって課する所得割を除く。 

以下単に「所得割」という。）の額を合算し

た額をいう。以下同じ。）が７７，１０１円

未満（満３歳以上保育認定子ども又は満３歳

未満保育認定子どもが受けた特定教育・保育

等にあっては、５７，７００円未満）である

ときは、前２条の規定にかかわらず、当該各

号に定める額とする。 

(1) 次のア又はイに掲げる支給認定子ども 

当該特定教育・保育等に関して第３条の規

定により算定される額に２分の１を乗じて

得た額（当該額に１００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア・イ （略） 
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 (2) （略） 

２・３ （略） 

 (2) （略） 

２・３ （略） 

  

 

改  正  後 

別表第１（第３条関係） 

  教育認定子ども及び特別利用教育を受けた満３歳以上保育認定子どもに係る利用者負担額 

利用者の属する世帯の階層区分 
利用者負担額

（月額） 
階層 

区分 
定義 

（略） 

Ｃ１ Ａ階層を除き、

市町村民税所得

割合算額の区分 

が次の区分に該

当する世帯 

７７，１０１円未満 １４，１００ 

（略） （略） 

備考 

１ （略） 

２ 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育等の

あった月において要保護者等に該当する場合におけるこの表の適用については、同表中 

 ３，０００   
とあるのは、 

０   
とする。 

 １４，１００   ３，０００   

 

別表第２（第３条関係） 

満３歳以上保育認定子どものうち、満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあ

るもの以外のものに係る利用者負担額 

 （略） 

備考 

  １・２ （略） 

  ３ 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育等の

あった月において要保護者等に該当する場合（市町村民税所得割合算額が７７，１０１円

未満の世帯に該当する場合に限る。）におけるこの表の適用については、同表中 

「 「 

「 

」 」 
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別表第３（第３条関係） 

特定満３歳以上保育認定子ども及び満３歳未満保育認定子どもに係る利用者負担額 

 （略） 

備考 

１ （略） 

２ 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育等の

あった月において要保護者等に該当する場合（市町村民税所得割合算額が７７，１０１円

未満の世帯に該当する場合に限る。）におけるこの表の適用については、同表中 

 

 ２，０００  １，９００   

 ６，４００  ６，３００   

 ８，５００  ８，４００   

 １０，０００  ９，８００  とあるのは、 

 １１，５００  １１，３００   

 １４，０００  １３，８００   

 １６，０００  １５，７００   

    
 ０  ０   

 ３，２００  ３，１００   

 ４，２００  ４，２００   

 ５，０００  ４，９００   とする。 

 ５，７００  ５，６００   

 ６，０００  ６，０００   

 ６，０００  ６，０００   

 ３，０００  ２，９００   

 ９，３００  ９，１００   

 １１，４００  １１，２００   

 １３，０００  １２，８００  とあるのは、 

 １６，０００  １５，７００   

 １８，５００  １８，２００   

 ２１，５００  ２１，１００   

    
 ０  ０   

 ４，６００  ４，５００   

 ５，７００  ５，６００   

「 

「 

」 

」 

「 

」 
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 ６，５００  ６，４００   とする。 

 ８，０００  ７，８００   

 ９，０００  ９，０００   

 ９，０００  ９，０００   

 

 

改  正  前 

別表第１（第３条関係） 

  教育認定子ども及び特別利用教育を受けた満３歳以上保育認定子どもに係る利用者負担額 

利用者の属する世帯の階層区分 
利用者負担額

（月額） 
階層 

区分 
定義 

（略） 

Ｃ１ Ａ階層を除き、

市町村民税所得

割合算額の区分

が次の区分に該

当する世帯 

７７，１０１円未満 １６，１００ 

（略） （略） 

備考 

  １ （略） 

２ 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育等の

あった月において要保護者等に該当する場合におけるこの表の適用については、同表中 

 ３，０００   
とあるのは、 

０   
とする。 

 １６，１００   ７，５００   

 

別表第２（第３条関係） 

満３歳以上保育認定子どものうち、満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にあ

るもの以外のものに係る利用者負担額 

 （略） 

備考 

  １・２ （略） 

３ 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育等の

「 「 

」 」 

」 
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あった月において要保護者等に該当する場合（市町村民税所得割合算額が７７，１０１円

未満の世帯に該当する場合に限る。）におけるこの表の適用については、同表中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第３（第３条関係） 

特定満３歳以上保育認定子ども及び満３歳未満保育認定子どもに係る利用者負担額 

 （略） 

備考 

１ （略） 

２ 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育等の

あった月において要保護者等に該当する場合（市町村民税所得割合算額が７７，１０１円 

未満の世帯に該当する場合に限る。）におけるこの表の適用については、同表中 

 

 

 

 

 

 ２，０００  １，９００   

 ６，４００  ６，３００   

 ８，５００  ８，４００   

 １０，０００  ９，８００  とあるのは、 

 １１，５００  １１，３００   

 １４，０００  １３，８００   

 １６，０００  １５，７００   

    
 ０  ０   

 ３，２００  ３，１００   

 ４，２００  ４，２００   

 ５，０００  ４，９００   とする。 

 ５，７００  ５，６００   

 ７，０００  ６，９００   

 ８，０００  ７，８００   

３，０００  ２，９００   

９，３００  ９，１００   

１１，４００  １１，２００   

１３，０００  １２，８００  とあるのは、 

１６，０００  １５，７００   

１８，５００  １８，２００   

「 

」 

」 

「 

「 
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２１，５００  ２１，１００   

０  ０   

４，６００  ４，５００   

５，７００  ５，６００   

６，５００  ６，４００   とする。 

８，０００  ７，８００   

９，２００  ９，１００   

１０，７００  １０，５００   

 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規定は、平成２９年４月以後の月分の利用者負担額について適用し、同年３月以前の

月分の利用者負担額については、なお従前の例による。 

 

「 

「 

」 

「 

」 



議案第２５号 

小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則につ

いて 

小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則について、

議決を求める。 

 

平成２９年９月２５日提出 

 

小田原市教育委員会 

教育長 栢沼 行雄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則 

小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原市教育委員会規

則第４号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中第１９号を第２０号とし、第１８号を第１９号とし、同項第１７号中

「廃止」を「指定の解除」に改め、同号を同項第１８号とし、同項中第１６号を第１７ 

号とし、第１１号から第１５号までを１号ずつ繰り下げ、同項第１０号中「の委嘱」を

「その他の委員の任免、委嘱及び解嘱」に改め、同号を同項第１１号とし、同項中第９ 

号を第１０号とし、第３号から第８号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の次に次の１号

を加える。 

(3) 告示、公告その他の公示に関すること。 

第２条第１項に次の５号を加える。 

(21) 学校その他の教育機関の施設の使用許可等に関すること。 

(22) 小田原市情報公開条例（平成１４年小田原市条例第３２号）に基づく公文書の

公開に関すること。 

(23) 小田原市個人情報保護条例（平成１６年小田原市条例第２５号）に基づく個人

情報の開示等及び個人情報の適正な取扱いに関すること。 

(24) 各種団体の行事の後援に関すること。 

(25) 前各号に掲げるもののほか、事務の性質上教育委員会の権限として留保する必

要がある事務に関すること。 

第３条第１項中「前条各号」を「前条第１項各号」に改め、「事項」の次に「（次条

第１項の規定により教育長が専決する事項を除く。）」を加える。 

本則に次の１条を加える。 

（教育長の専決） 

第４条 教育長は、次に掲げる事項を専決することができる。ただし、教育長が特に重

要若しくは異例に属するものと認めたとき又は教育委員会において要求があったとき

は、この限りでない。 

(1) 教育委員会訓令の制定又は改廃に関すること。 

(2) 県費負担教職員（市立小学校及び中学校の校長及び教頭を除く。）の任免、分限

及び懲戒その他の進退について内申すること。 

(3) 教育委員会事務局職員（小田原市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年小



 

田原市公平委員会規則第１号）別表に定める管理職員等（人事、給与、服務又は法

規審査を担当する係長を除く。）を除く。）及び学校その他の教育機関の職員（県

費負担教職員及び市立幼稚園の園長を除く。）の任免、分限及び懲戒に関すること。 

(4) 附属機関の委員以外の委員の任免、委嘱及び解嘱に関すること。 

(5) 学校その他の教育機関の施設の工事（見積価額が１件につき７，０００万円以下

のものに限る。）の計画の策定に関すること。 

(6) 第２条第１項第３号及び第２１号から第２５号までに掲げる事項 

２ 教育長は、前項の規定により専決した場合において、当該専決に係る事項が特に重

要と認めたとき又は教育委員会において必要と認めたときは、速やかに、教育委員会

にその概要を報告しなければならない。 

附 則 

この規則は、平成２９年１０月１日から施行する。 

 



議案第２５号 小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則 

  

［改正理由］ 

 教育委員会の権限に属する事務のうち、事務の性質上教育委員会の権限として留保

する必要のある事務について教育長に委任する事務から除くとともに、教育長の専決

についての規定を整備する等のため改正する。 

 

 ［内  容］ 

１ 教育長に委任する事務から除く事務の追加（第２条関係） 

（１）告示、公告その他の公示に関すること。（第３号） 

（２）学校その他教育機関の施設の使用許可等に関すること。（第２１号） 

（３）小田原市情報公開条例に基づく公文書の公開に関すること。（第２２号） 

（４）小田原市個人情報保護条例に基づく個人情報の開示等及び個人情報の適正な取

扱いに関すること。（第２３号） 

（５）各種団体の行事の後援に関すること。（第２４号） 

（６）その他事務の性質上教育委員会の権限として留保する必要がある事務に関する

こと。（第２５号） 

２ 教育長の専決に関する規定の整備（第４条の追加） 

（１）次に掲げる事務については、教育長が専決できることとする。ただし、重要若

しくは異例に属するもの又は教育委員会から要求があったときは、この限りではな

いこととする。（第１項） 

ア 教育委員会訓令の制定又は改廃に関すること。 

イ  校長及び教頭を除く県費負担教職員の任免、分限及び懲戒その他の進退につ

いて内申すること。 

ウ 教育委員会事務局の管理職及び市立幼稚園の園長を除く職員の任免、分限及

び懲戒に関すること。 

エ 附属機関の委員以外の委員の任免、委嘱及び解嘱に関すること。 

オ 見積価額が 1 件７０，０００，０００円以下の学校その他の教育機関の施設

議案説明資料 



の工事の計画の策定に関すること。 

カ  第２条第２１号から第２５号に掲げる事項。 

（２）教育長が専決した場合において、特に重要と認めたとき又は教育委員会が必要

と認めたときは、教育委員会に概要を報告しなければならないこととする。（第２項） 

３ その他 

規定を整備することとする。 

 

[適  用] 

平成２９年１０月１日 



 

小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則の一部を改正する規則 新旧対照条文 

 

○小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則（平成１０年小田原市教育委員会規則第４号）

（抄） 

 

改  正  後 改  正  前 

（委任） （委任） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、

その権限に属する事務を教育長に委任する。 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、

その権限に属する事務を教育長に委任する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 告示、公告その他の公示に関すること。   

(4) （略） (3) （略） 

(5) （略） (4) （略） 

(6) （略） (5) （略） 

(7) （略） (6) （略） 

(8) （略） (7) （略） 

(9) （略） (8) （略） 

(10) （略） (9) （略） 

(11) 附属機関の委員その他の委員の任免、委

嘱及び解嘱に関すること。 

(10) 附属機関の委員の委嘱に関すること。 

(12) （略） (11) （略） 

(13) （略） (12) （略） 

(14) （略） (13) （略） 

(15) （略） (14) （略） 

(16) （略） (15) （略） 

(17) （略） (16) （略） 

参考資料 



 

(18) 文化財の指定及び指定の解除に関するこ

と。 

(17) 文化財の指定及び廃止に関すること。 

(19) （略） (18) （略） 

(20) （略） (19) （略） 

(21) 学校その他の教育機関の施設の使用許可

等に関すること。 

  

(22) 小田原市情報公開条例（平成１４年小田

原市条例第３２号）に基づく公文書の公開に

関すること。 

  

(23) 小田原市個人情報保護条例（平成１６年

小田原市条例第２５号）に基づく個人情報の

開示等及び個人情報の適正な取扱いに関する

こと。 

  

(24) 各種団体の行事の後援に関すること。   

(25) 前各号に掲げるもののほか、事務の性質

上教育委員会の権限として留保する必要があ

る事務に関すること。 

  

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（事務の臨時代理） （事務の臨時代理） 

第３条 前条第１項各号に掲げる事項（次条第１

項の規定により教育長が専決する事項を除

く。）について緊急その他やむを得ない事情が

あるとき、又はあらかじめ教育委員会の指示を

受けたときは、教育長がその事務を臨時に代理

することができる。 

第３条 前条各号に掲げる事項について緊急その

他やむを得ない事情があるとき、又はあらかじ

め教育委員会の指示を受けたときは、教育長が

その事務を臨時に代理することができる。 

２ （略） 

 

２ （略） 

 

（教育長の専決）  



 

第４条 教育長は、次に掲げる事項を専決するこ

とができる。ただし、教育長が特に重要若しく

は異例に属するものと認めたとき又は教育委員

会において要求があったときは、この限りでな

い。 

  

(1) 教育委員会訓令の制定又は改廃に関する

こと。 

  

(2) 県費負担教職員（市立小学校及び中学校

の校長及び教頭を除く。）の任免、分限及び

懲戒その他の進退について内申すること。 

  

(3) 教育委員会事務局職員（小田原市管理職

員等の範囲を定める規則（昭和４１年小田原

市公平委員会規則第１号）別表に定める管理

職員等（人事、給与、服務又は法規審査を担

当する係長を除く。）を除く。）及び学校そ

の他の教育機関の職員（県費負担教職員及び

市立幼稚園の園長を除く。）の任免、分限及

び懲戒に関すること。 

  

(4) 附属機関の委員以外の委員の任免、委嘱

及び解嘱に関すること。 

  

(5) 学校その他の教育機関の施設の工事（見

積価額が１件につき７，０００万円以下のも

のに限る。）の計画の策定に関すること。 

  

(6) 第２条第１項第３号及び第２１号から第

２５号までに掲げる事項 

  

２ 教育長は、前項の規定により専決した場合に

おいて、当該専決に係る事項が特に重要と認め

たとき又は教育委員会において必要と認めたと

きは、速やかに、教育委員会にその概要を報告

しなければならない。 
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○小田原市教育長に対する事務委任等に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の権限に属する事務に

ついて、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第25条第１項の規定

に基づく委任その他事務処理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委任） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事項を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。 

(１) 教育行政の運営に関する基本的な方針を定めること。 

(２) 教育委員会規則及び教育委員会訓令の制定又は改廃に関すること。 

(３) 学校その他の教育機関の設置及び廃止に関すること。 

(４) 教育予算その他議会の議決を経るべき事件についての意見を申し出ること。 

(５) 学校の組織編成、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導の基本方針に関すること。 

(６) 重要な教育財産の取得及び処分を申し出ること。 

(７) 県費負担教職員の任免、分限及び懲戒その他の進退について内申すること。 

(８) 県費負担教職員の服務及び監督の一般方針を定めること。 

(９) 教育委員会事務局職員及び学校その他の教育機関の職員（県費負担教職員を除く。）の任

免、分限及び懲戒に関すること。 

(10) 附属機関の委員の委嘱に関すること。 

(11) 教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての点検及び評価に関するこ

と。 

(12) 学校その他の教育機関の管理及び運営の基本方針の策定に関すること。 

(13) 学校その他の教育機関の施設の工事の計画の策定に関すること。 

(14) 通学区域の設定又は変更に関すること。 

(15) 小田原市立の小学校及び中学校の教科用図書の採択に関すること。 

(16) 学校運営協議会を設置する学校の指定及び学校運営協議会の委員の任免に関すること。 

(17) 文化財の指定及び廃止に関すること。 

(18) 不服申立て及び訴訟に関すること。 

(19) 請願及び陳情に関すること。 

２ 教育長は、前項の規定により委任された事務のうち重要なものについては、直近の教育委員会

現行 



2/2 

会議において報告しなければならない。 

（事務の臨時代理） 

第３条 前条各号に掲げる事項について緊急その他やむを得ない事情があるとき、又はあらかじめ

教育委員会の指示を受けたときは、教育長がその事務を臨時に代理することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により事務を臨時に代理したときは、直近の教育委員会会議において報

告しなければならない。 

附 則 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月31日教委規則第４号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月27日教委規則第２号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月30日教委規則第５号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月27日教委規則第９号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則の一部改正に伴う経過措置） 

６ 改正法附則第２条第１項の場合においては、第５条の規定による改正後の小田原市教育委員会

教育長に対する事務委任等に関する規則の規定は適用せず、第５条の規定による改正前の小田原

市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則の規定は、なおその効力を有する。 
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○小田原市教育委員会教育長に対する事務委任等に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市教育委員会（以下「教育委員会」という。）の権限に属する事務に

ついて、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162号）第26条第１項の規定

に基づく委任及び専決その他事務処理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 部長 小田原市教育委員会職員職名規則（昭和36年小田原市教育委員会規則第１号。以下

「職名規則」という。）別表第１に規定する部長をいう。 

(２) 副部長 職名規則別表第２に規定する副部長をいう。 

(３) 管理監 職名規則別表第２に規定する管理監をいう。 

(４) 課長 職名規則別表第１に規定する課長及び職名規則別表第２に規定する担当課長をいう。 

(５) 校長 小田原市立学校組織規則（昭和30年小田原市教育委員会規則第２号。以下「学校組

織規則」という。）第２条（学校組織規則第12条において準用する場合を含む。）に規定する

校長をいう。 

(６) 教頭 学校組織規則第２条に規定する教頭をいう。 

(７) 指導主事 職名規則別表第２に規定する指導主事をいう。 

(８) 副課長 職名規則別表第２に規定する副課長及び担当副課長をいう。 

(９) 園長 学校組織規則第13条第１項に規定する園長をいう。 

(10) 専門監 職名規則別表第２に規定する専門監をいう。 

(11) 係長 職名規則別表第１に規定する係長をいう。 

(12) 副園長 学校組織規則第13条第１項に規定する副園長をいう。 

（付議事項） 

第３条 次に掲げる事項は、教育委員会会議に付さなければならない。 

(１) 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の設置、管理、廃止及び位置の変更に係

る基本的事項に関すること。 

(２) 教育長並びに部長、副部長、管理監、課長、指導主事、副課長、専門監、係長、社会教育

主事、園長及び副園長の任免、分限及び懲戒に関すること。 

(３) 校長（園長を除く。）及び教頭の任免その他の進退についての内申に関すること。 

平成２７年４月改正前 



2/3 

(４) 教育機関の長たる嘱託員及び附属機関の委員の委嘱及び解嘱に関すること。 

(５) 学校の組織編成、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導の基本方針に関すること。 

(６) 教科書の採択に関すること。 

(７) 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備の基本方針に関すること。 

(８) 校長、教員その他の教育関係職員の研修の基本方針に関すること。 

(９) 校長、教員その他の教育関係職員並びに児童、生徒及び幼児の保健、安全、厚生及び福利

の基本方針に関すること。 

(10) 学校その他の教育機関の環境衛生の基本方針に関すること。 

(11) 学校給食の基本方針に関すること。 

(12) 生涯学習の基本方針に関すること。 

(13) 市文化財の指定及び廃止に関すること。 

(14) 教育予算その他議会の議決を経るべき事案についての市長に対する意見の申出に関するこ

と。 

(15) 教育委員会規則の制定改廃に関すること。 

(16) 小学校、中学校の通学区域の設定又は変更に関すること。 

(17) 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に関すること。 

(18) 請願に関すること。 

(19) 前各号に掲げるもののほか、特に重要な事項に関すること。 

（事務の臨時代理） 

第４条 前条各号に掲げる事項について急施その他やむを得ない事情があるとき、又はあらかじめ

教育委員会の指示を受けたときは、教育長がその事務を臨時に代理することができる。 

２ 教育長は、前項の規定により事務を臨時に代理したときは、直近の教育委員会会議において報

告しなければならない。 

（教育長の専決） 

第５条 教育長は、前２条に規定するものを除き、次の各号に掲げる事項を専決することができる。 

(１) 教育長並びに部長、副部長、管理監、課長、指導主事、副課長、専門監、係長、社会教育

主事、園長及び副園長を除く教育委員会職員の任免、分限及び懲戒に関すること。 

(２) 校長及び教頭を除く県費負担教職員の任免その他の進退についての内申に関すること。 

(３) 附属機関以外の委員の任免、委嘱及び解嘱に関すること。 

(４) 重要な諮問、通知、申請、照会、回答、依頼、協議、報告、進達等に関すること。 



3/3 

(５) 告示、公告、訓令及び指令に関すること。 

２ 教育長は、前項の規定により事務を専決した場合において必要と認めるときは、直近の教育委

員会会議において報告しなければならない。 

（委任） 

第６条 前３条に定める事項以外の事項は、教育長に委任する。 

（異例事態の処理） 

第７条 教育長は、前条の規定にかかわらず、委任された事務について重要又は異例の事態が生じ

たときは、これを教育委員会会議に付することができる。 

附 則 

この規則は、平成10年４月１日から施行する。 

附 則（平成11年３月31日教委規則第４号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月27日教委規則第２号） 

この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年３月30日教委規則第５号） 

この規則は、平成23年４月１日から施行する。 


